
１ はじめに

従来，現代ベトナムの教育システムは，フランス教育モデル，旧ソ連教育モデルに加え，ドイモイ体制導入以

降のアメリカ教育モデル（市場化モデル）を加えた３つの外国教育モデルをベースとして，それらをベトナム風

に咀嚼し，調整して組み立てられてきたとされてきた＊１。そして，社会主義を基調とした教育の維持は，少なく

とも制度的には維持されているように見える。しかし，よく観察するならば，ベトナム的教育制度，とりわけ，

現在展開されている民立学校を認める等の市場化モデルに依る教育制度と社会主義的制度との間には整合的な関

係が成立しているとは見えない部分が存在する。端的に言えば，金のある者ほど良い教育を受けられる，という

現状（しかも，それが表面的には「うまく」いっているようにみえる）は，社会主義のもとで存在し得るのか，

ということである。

本稿対象のベトナム社会主義共和国（以下「ベトナム」と表記）は，社会主義を基本的政策としてきたところ

から当然に，学校に関しては，「公」が設置・維持してきたが，市場経済との共存を図る１９８５年のドイモイ（刷

新）政策の採用以来，学校に関しても，「民」の力を活用とする動きが出てきた。１９９８年１２月の第１０期国会にお

いて教育法（１９９８年教育法：以下旧法）＊２が成立したが，その中では，民立学校の設立が承認・奨励され，民間

の教育投資，外国の教育協力が奨励されている。

２００１年の共産党大会では，「教育訓練に関する財政メカニズム，政策を革新し，国の内外の財源を活性化する。

経済部分がすべての段階の教育の発展に投資するよう奨励する。国の予算の優先は，中央地方の中等教育の段階

と，山岳地域に与えられる」＊３，「すべての経済部分が社会の多様な必要に応えるため，すべての教育段階に投

資することを奨励する。国家は，地方および山岳地域の中等教育，高等研究，投資が得られない学問分野につい

て，予算上，最も重要な役割を保持する」＊４とし，併せて，年間５％ずつの初年時大学，専門学校学生数の増加

を確保することを目標として掲げている。そして，この目標の達成のためには，民立の手段を使わざるを得ない

と言うのが現状である。

全体的に見れば，最近の民営化政策は，教育に対しての強い要望を背景にした都市部の民力を利用できるとこ

ろではそれに頼り，民力が期待できない部分や民力では設置費・維持費がかかりすぎて限界がある部分（大学で

は，工学系，医学系，中等教育では，少数民族教育など）に優先的に公的な財政投入を行うと言うこととなって

いる。このことは，少数民族に対しての厚い保障という点で，「国は，山岳民族，各少数民族の居住地域，特別

に困窮している地域の教育発展を保障するための優先政策を実行する」と規定していた旧法第３６条に一致するも

のである。

但し，民力に頼る部分は，同時に，社会的上昇の手段を私的に獲得することともなり，ここに，低所得者層の

子弟の進学をいかに確保するかが問題となると思われる。力のある民立学校が，とりわけ，卒業者の就職等で優

位性を見せ始めてきているところから，問題は表面化せざるを得ず，教育の商業化の抑制という課題が生じてき

ている。ベトナムでは当然のごとく，旧法の第５９条で「小学校段階は義務教育であり，授業料は無料である」と

規定しているが，この規定を超える部分，すなわち，無料である部分が相対的に低位に置かれる状況が生じてく

る可能性を否定できない。実際，近年では，試験用紙や家庭連絡帳，花等の費用負担を家庭に求めるところもあ

る。さらには，旧法第９条の「全ての公民は，民族，宗教，信仰，性別，出自，家庭，社会的地位あるいは経済

的状況によって差別されることなく，学習機会が等しく与えられる」との関係で，どうなのか，今後の展開が注

目される。

本稿では，２００５年教育法がどのようにこれらの問題に応えているのか，理念と現実の狭間を見据え，それが何
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故可能なのか，現実はいつか理念を変革し，凌駕していくと思われるのに，それが先送りにされ，「うまく」行

っているのは何故か，そこに残された課題は何なのかを整理し，併せて「公」が学校を整備する意味について考

察していく手がかりを得るために，２００５年教育法の内容を素材に考えてみたいと思う。

尚，以下，２００５年教育法の条文部分については，斜体で記述することとする。

２ ２００５年教育法について

２００５年教育法は，１９９８年教育法の改正法として，２００５年の第１０期第７回国会（２００５年５月５日～６月１４日）に

おいて可決されたものである。

この教育法は，「国の教育システム：学校及び国の教育システム，政府の部局，政府機関，社会－政府機関，
人民軍に属する他の教育機関，教育活動に参加する組織及び個人，について規定する」（第１条 この法の適用

範囲）とされており，教育の目的を「ベトナム人を道徳，知識，健康，審美眼，専門性を持ち，国家の独立と社
会主義に忠実な，全体的に発達した人格に教育することであり，併せて，祖国の構築と防衛に資する，ひとりの
尊厳ある，市民としての資質，能力を形成し，育成することである」（第２条 教育の目的）としている。これ

は，旧法に比較して，「専門性」が加えられている以外ほぼ同内容であるが，これは，教育の「社会化」の点か

ら考えて興味深い事実である。また，義務教育の範囲が，旧法第１０条で「国は義務教育の計画と水準について決

定し，全国に義務教育を普及させるための諸条件を保障する政策をとる」との規定及び同第２２条で，「小学校は

義務教育」との規定をしていたところから，新第１１条「義務教育」で「１．初等教育及び前期中等教育は義務教
育（ cap giao duc）である。政府は義務教育のための計画を決定し，国全体を通した義務教育の条件整備を行
う」とされた。
教育法が対象としている教育機関は次の第４条が示すとおりであり，うち，学校教育を図示すると次のとおり

である。

第４条 国民教育システム
１．国の教育システムは学校教育と継続教育から構成される。
２．国の教育システムの教育と訓練のレベルは次のとおりである。
ａ）保育所及び幼稚園による幼児教育
ｂ）小学校，中学校，高等学校による学校教育
ｃ）職業中等教育と職業訓練による職業教育
ｄ）短期大学，学士，修士，博士課程教育による大学・大学院教育（ここでは高等教育後のものも含む）
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＊Tru’o’ng pho thong co nhieu cap hoc

Ministry of Education and Training, Vietnam Education and Training Directory（Third Edition）Education

Publishing House，２００４，p．１５．の表をもとに，２００５年教育法の内容を入れて石村が翻訳・改編

また，この法律全体の構成は次のとおりである。

第１章 全般規定（第１条～第２０条）

第２章 国民教育システム

第１部 幼児教育（第２１条～第２５条）

第２部 普通（小・中・高）教育（第２６条～第３１条）

第３部 職業教育（第３２条～第３７条）

第４部 高等教育（第３８条～第４３条）

第５部 継続教育（第４４条～第４７条）

第３章 学校と他の教育機関

第１部 学校の組織と活動（第４８条～第５７条）

第２部 学校の任務と権限（第５８条～第６０条）

第３部 特別な学校（遠隔地・少数民族）のタイプ（第６１条）

第４部 民立学校と私立学校についての政策（第６５条～第６８条）

第５部 他の教育機関の組織と運営（第６９条）
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第４章 教員

第１部 教員の義務と権利（第７０条～第７６条）

第２部 教員の養成と研修（第７７条～第７９条）

第３部 教員の政策（第８０条～第８２条）

第５章 学習者

第１部 学習者の義務と権利（第８３条～第８８条）

第２部 学習者についての政策（第８９条～第９２条）

第６章 学校と家族，社会（第９３条～第９８条）

第７章 教育に関する政府政策

第１部 教育管理に関する政府政策と政府機関の内容（第９９条～第１００条）

第２部 教育に関する投資（第１０１条～第１０６条）

第３部 教育に関する国際協力（第１０７条～第１１０条）

第４部 教育視学（第１１１条～第１１３条）

第８章 表彰と違反に関する扱い（第１１４条～第１１８条）

第９章 実施規定（第１１９条～第１２０条）

３ 教育の中央集権管理，教育内容の試験主義の改革

ベトナムでは，教育内容面で筆記試験重視の主知主義的傾向が未だに強い＊５。ベトナムにおける試験主義，暗

記主義の現状は，「オウムのように勉強する」と言われ，それによって，「誤って勉強し，誤って仕事に就き，誤

って才能を失ってしまう」＊６と言った状況にある。形式的な教育内容（建て前）が何層にも渡る試験を通じて流

し込まれるが，それは実情とは合わず，現実の社会の発展，さらには，個人の就職にも役に立たない，と言った

図式である。

今回の２００５年教育法では，この試験主義からの転換の方向が見られる。そして，この面での転換は，後述する

教育の「社会化」と比較すると，社会主義の理念とは必ずしも矛盾しないので，比較的容易に改革が進んでいる

ように見える。この場合，改革を阻むのは，過去の悪弊や慣習であるようである。旧法第４条第３項では，「教

育の内容と方法は，カリキュラムに基づいて実現されなければならない。カリキュラムは教科書によって具体化

されなければならない」とし，同第２７条第１項で「小学校，中学校，高校のカリキュラムを修了し，教育訓練省

の定める全ての条件を満たした児童・生徒は，卒業試験に合格すれば，小学校，中学校，高校の卒業証書が授与

される」としていたが，新法では，第６条で，次のように規定している。

第６条 教育プログラム
１．教育プログラムは，教育の目的を考慮し，教育内容の知識，技術，範囲及び構造のため，教育活動を組織す
る方法と形式のため，教育の全ての段階・レベルのそれぞれの教科の教育達成度を測る方法のため，標準を設定
する。
２．教育プログラムは，国の教育システムの各教育段階，特質及び形式における接続と移転可能性を保障しなが
ら，異なったレベル，異なった教育段階における現代性，普遍性，継続性及び伝統性を保障しなければならない。
３．教育プログラムに規定される知識と技術内容の要求は，学校教育で使用される教科書，職業教育，高等教育
及び継続教育で使用されるシラバスや教材，に具体化されなければならない。教科書，シラバス及び教材は教育
方法の要求に適合していなければならない。
４．教育プログラムは，幼児教育や学校教育の学年，職業教育や高等教育の学年あるいは単位附与に沿って作ら
れる。
１つの教育プログラムにおける教科の学習結果あるいは学習後の学習者の獲得単位は，学習者が自らの教育の専
門，学習形式を変え，または高等教育レベルの教育を受けようとする時に，他の教育プログラムのそれぞれの教
科あるいは単位に転移可能な価値を持つものとして考慮される。
教育訓練省は，単位制に依る教育プログラムの実現，各教科の結果あるいは単位の転移可能な価値を考慮する認
識向上を図る。
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第８条 学位／修了証及び資格
１．国民教育システムにおける学位／修了証は，本法の要求する教育のレベルあるいは学位の，学習者による成
功された完成を考慮する。
国の教育システムにおける学位／修了証は次のとおりである。
初級中等修了証，上級中等修了証，職業中等教育修了証，短期大学修了証，学士，修士及び博士
２．国の教育システムの資格は，学習者に，知識もしくは職業技術向上のための課程の成功された完成に関する
学習結果を認めるものとして与えられる。

第２４条 幼児教育の教育プログラム
１．幼児教育のプログラムは，幼児教育の目的を考慮しながら，異なった年齢段階の子どもの育成，保護，教育
について必要な具体化を行い，子どもの体力的，情緒的，知的及び審美眼的な発達を支える諸活動の組織化を規
定し，幼児教育年齢での発達を評価するガイドラインを定める。
２．教育訓練省は，幼児教育カリキュラム評価レビューカウンシルの評価に基づいて，幼児教育のためのプログ
ラムの実施について決定する。

第２９条 普通教育の教育プログラム，教科書
１．普通教育の教育プログラムは，普通教育の目的を考慮しなければならず，普通教育の内容の知識，技術，範
囲及び構造，教育活動を組織する方法と形式，普通教育の全ての段階・レベルの各々の教科の教育的結果を評価
する方法の標準を設定する。
２．教科書は，普通教育の方法の要求に適合した，普通教育の各々の段階の教科に関する教育プログラムに規定
された知識の内容・技術の要求を具体化するものでなければならない。
３．教育訓練省は，普通教育・教科書に関する教育プログラム評価のための全国レビュー委員会の評価に基づい
て，普通教育機関での教授・学習に公的・統一的かつ一様に使用される教育プログラム及び教科書を認定する。

第３１条 初等教育修了証及び前期・後期中等教育ディプロムの授与
１．教育訓練省の設定した基準に適合した初等教育を修了した児童は，自らが初等教育を修了した小学校長によ
って，自らの学事記録に基づき，認証される。
２．教育訓練省の設定した基準に適合した前期中等教育プログラムを修了した生徒は，地区，区域，町または地
方行政市（地区レベルとみなされるもの）の教育訓練局長によって前期中等教育ディプロムを授与される。
３．教育訓練省の設定した基準に適合した後期中等教育プログラムを修了した生徒は，試験を受験する資格を持
ち，この試験に合格した者は地方，中央行政市（地方レベルとみなされるもの）の教育訓練省の長によって後期
中等教育ディプロムを授与される。

以上の規定は，若干固定的であった教育方法・内容を，学習者の要求，文脈にあわせて「自由化」していく方

向の改革であり，注目に値する。同じ教科書をとにかく覚え，統一して試験をするという形から，評価に基づく

修了が重視され，試験一辺倒の方向から脱却するという方向に向かいつつある。

試験中心の教育体制は，それを支える官僚体制の問題でもあった。全国一律に中央主導で画一的指導が行われ

（あるいは行われず），効果的な教育が難しかったのである。２００４年１月にベトナムネットが，教育訓練省大臣

に行った質問「ベトナムの教育の品質向上のために何から取り掛かるのか」に対し，大臣は，「教員とその所轄

部局幹部から始めると答え，品質管理ができるように全ての教員を評価し，分類し，選択し，再配置する必要を

述べた」と言う。また，『科学と祖国』紙は，「政策決定者が共産党の指導を正しく理解していないために，教員

を正しく指導できず，教員が責任をもって積極的な態度をとれない」と述べている。第９回共産党大会議決報告

でも，「政府の教育訓練に対する管理が未だ良いとは言えない」とし，「教育と訓練における政府の管理能力の向

上と改革が目指されるべきであり，教育に責任を持つ人びとが正しい責任を負うように検討すべきである」とし

ている＊７。この問題に対する見直しは，次の点で２００５年教育法に盛り込まれた。つまり，第１４条において教育行

政の分権化，教育機関の自治の強化が目指され，新設の第１６条で，教育行政スタッフの責任を謳っている。これ

を受け，２００５－６年，ホーチミン市の教育訓練省は，各学校に自治を認め，学校が自らプログラムの軽重を調整

できるようにしたという＊８。
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第１４条 教育に関する政府の運営
政府は，目的，教育プログラム，内容，教育計画，教員の標準，試験規則及び学位／修了証システムに関して，
全国レベルの教育システムの統一した運営を実行する。それは，教育の質を保証した運営に焦点を向けており，
教育行政の地方分権化の実行そして教育機関の自治と責任を強化するものである。

第１６条 教育行政スタッフの役割と責任
教育行政スタッフは教育活動を組織し，運営し，指導していく重要な役割を果たす。
教育行政スタッフは，道徳的な標準，資格，運営能力及び個人責任に関して学習し，継続的な自己改善を図らな
ければならない。
政府は，教育行政スタッフの役割と責任を発展させるため，教育行政スタッフの質の構築と改善の計画を立て，
教育状況の発展を保証する。

この問題には，併せて，教育機関の質の保障を規定する次の条文の新設でもあたっている。

第１７条 教育の質のアクレディテーション
教育の質のアクレディテーションは，学校と他の教育機関のための教育目標，プログラム及び内容を達成するレ
ベルを策定する主要な基準である。
教育の質のアクレディテーションは全国にわたって，全ての教育機関について，定式的に行われる。教育の質の
アクレディテーションの結果は公示され，全ての社会から監視される。
教育訓練省は教育の質のアクレディテーションの実行の指導に責任を持つ。

４ ドイモイと２００５年教育法

次にドイモイの問題に関してまとめておきたい。より具体的に述べれば，ドイモイは社会主義思想に関してど

う位置づけることができるのかという問題である。栗原の言に依ればベトナム共産党が「社会主義を掲げている

のをどう理解するか」という問題である。ドイモイを提起した１９８６年の第６回党大会では「ドイモイの中核とな

るべき勢力や，ドイモイの対象となるべき部分，さらにはドイモイの方法といったごく基本的な問題にはほとん

ど触れられなかった」＊９もとに於いて，しだいに「ドイモイの基本的な方向が自活・自助と共存にあることが明

確になっていった」＊１０という栗原の分析は，筆者の見解と同じである。ベトナムに於いて，階級闘争的な流れと

階級協調・融和的流れが交互に生じる中に於いては，この後者の流れの延長上に存在すると言っていい，「ドイ

モイになってからは再び民族の和解と団結が強調されているとみてよいだろう」＊１１との栗原の指摘にもまったく

同感である。ドイモイは「社会主義という枠組を維持しながらもその中で異質な要素の存在を容認したり，党の

路線を時間をかけて検証していく方向性であり，ある政策を実行して何か問題が出てきた場合にはあらためて対

策を考慮するというアプローチ」＊１２という捉え方は，「外」の知見をベトナム的に咀嚼し，導入していくアプロー

チであると考えられる。

この点，２００５年教育法に関して言えば，その背景として，近年，ドイモイの急速な進展に伴って，都市部と非

都市部間，キン族や中国系住民とそれ以外の民族間，そして，個人間の教育格差（とりわけ義務教育機関修了後

の就学率，修了率）が広がっており，「資本主義的弊害」も指摘されるに至っていることがあることは事実であ

る。

例えば，「ダナンでは，第３学年の国語の授業で６３．４３％が優秀な結果を修めている。ハイフォンでは，６０．５７％，

ホーチミン市では５９．２４％である。しかし，少数民族の地方では，ハザンでは，６．５％，ライチャウでは，７．１５％，

ディエンビエンでは８．６６％。国語の授業で悪い成績を修めているのは，ホーチミン市では，０．０８％，ハノイでは

０．１％，ヴィンロンでは，０．１９％だが，コントンでは５．５１％，ハザンでは５．１１％，ダックラックでは４．９３％にな

っている」＊１３。

市場経済との共存を図る１９８６年のドイモイ政策の採用以来，学校に関しても，「民」の力を活用とする動きが

顕著であり，旧法では，民立学校の設立が承認・奨励され，民間の教育投資，外国の教育協力が奨励されている。

そこでは，教育に関する個人主義的傾向が顕著であり，社会に依って教育を維持し，広く子どもたちの全面的な

発達保障を平等に為すという社会主義の基盤が失われつつあるように見える。そこで，新法では，第１０条で次の
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ように規定しているが，これは，旧法第９条にも規定されていたことである。

第１０条 市民の学習についての権利と義務
学習は全ての市民の権利であり，義務である。
民族，宗教，信条，性別，門地，社会的地位，または経済的条件に関わらず，全ての市民は学習機会に関して平
等な権利を持つ。
政府は，教育に関して社会的な公平性を保ち，全ての者が教育を受けられるようにする。政府及び市民組織（cong
dong）は，貧困者が教育を受けるられるよう援助し，才能ある者についてその才能が開発されるようにする。

但し，就学年齢等を規定した第２６条に，新たに次の項を挿入し，「平等」な教育機会へのアクセスに関して留

保事項を設けているようにも見える。また，ここには，才能教育の記述が併せ規定されていることに注意したい。

第２６条第２項 教育訓練省は，早期の知的発達によって早い年齢で学校教育を開始できる場合についての規定，
社会－経済的に遅れた地域に居住する人民，少数民族に属する人民，身体障害を持つ人民，体力的・知的に遅れ
たところを持つ人民，孤児，政府の規定する貧困家庭に属する人民，海外からの帰国人民，が遅い年齢で学校教
育を開始できる場合の規定，飛び級や学年留置についての規定，そして第１学年に入学する前の少数民族の子ど
ものためのベトナムでの研究についての規定を持つ。
ドイモイと２００５年教育法との関係を考察する上では，ホーチミン思想との関係をおさえておくことも重要であ

る。新法では，旧法第３条と同様に，次のように規定する。

第３条 教育の特質と原則
１．ベトナムの教育は，人民とともにあり，全国的であり，科学的であり，現代的であるという特質を持ち，マ
ルクス－レーニン主義とホーチミン思想に基礎づけられている。
２．教育活動は，実践と結びつけられた学習，生産と結びついた教育，実践と結びついた理論，そして，家庭と
社会の教育と結びついた学校教育という原則によって指導される。

筆者は，教育内容面におけるホーチミン（グエン・アイ・クオック）及び彼の思想の強固な在り様を確認し＊１４，

その柔軟性等に優れたものを感じていたが，栗原の研究から，その神格化がかなり進んでおり，彼の実像，そし

て「ホーチミン思想」を掴む上では相当の困難が伴うことを認識した。「もともとグエン・アイ・クオックには，

広州の政治訓練学校で使用していたテキスト『革命の道』にみられるような階級協調的思想があった」＊１５という

指摘は了解の範囲内にあったが，「最高指導者となってからのホー・チ・ミンが果たした政治的役割については，

未解明の部分が多」＊１６い，との指摘には考えさせられた。ドイモイの進展に従って，少なくとも政策レベルでは

重視されている，各学校でのホーチミン思想等社会主義教育（但し，少なくとも大学ではホーチミン思想とマル

クス・レーニン思想は別個に教授されている）の内容を更に詳細に把握し，考察を進めたい。

次に，２００５年教育法が提起する教育の「社会化」，より具体的に言えば，教育への資金導入，教育と実際の雇

用との関係，実用との関係の強化に関して整理，考察してみたい。

まず第１に，旧法ではなかった外国語教育の規定が教授言語の規定（正確には，「学校及び他の教育機関で使

用される言語；教授・学習のための少数民族の読み・書き言語；外国語教育」）中に新設され，次のように規定

されている。

第７条第３項 教育プログラムに規定された外国語は国際的なコミュニケーションにおいて普段に使用される言
語である。学校及び他の教育機関における外国語の教授では，学習者に継続的で効率的な学習過程を保証しなけ
ればならない。

第２に，職業教育に関する実用性の強化の規定が設けられていることに注目したい。旧法では，第２９条で同様

な規定があるが，次の下線部など，より具体的に規定されていることが特徴である。
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第３３条 職業教育の目的
職業教育の目的は，潜在能力のある労働者に，知識，様々なレベルでの職業スキル，道徳，職業倫理，専門理解，
就業習慣，健康が身に付くように教育することである。これによって，社会－経済発展と国の防衛・保障の必要
性に適合した雇用可能性，事業開発可能性，または職業資格を向上させていくためのさらなる学習の可能性を労
働者に提供することとなる。
後期中等職業教育は，労働者の職業に関する基礎知識と実践的スキルを訓練するよう目指され，もって，独立し
て創造的に労働する能力と労働に技術を適用する能力が持てるようにする。
職業訓練は，技術ある労働者が，関連する訓練資格に適合する職業実践的能力を持てるよう，直接に生産・サー
ビスに参加するよう目指される。

こうした具体化は，旧法では，第３１条で，その教科書を規定しているに過ぎないところから，次のように，プ

ログラムとシラバスについて，より詳細に規定している。

第３５条 職業教育の教育プログラムとシラバス
１．職業教育の教育プログラムは職業教育の目的を反映し，職業教育の知識，スキル，範囲及び構造の基準を設
定し，職業教育の訓練方法・形式，各々の科目，分野，職業，訓練資格ごとの訓練結果の評価方法の基準を設定
し，他の教育プログラムへの移転可能性に関する需要を満たすものである。
教育訓練省は，関係する省庁と協力し，後期中等職業教育プログラムレビュー評議会の承認に基づいて後期中等
職業教育のコアプログラムを設定する。そこには，内容構造，科目数，科目の履修期間，理論と実践の比率が含
まれており，訓練される各々の教科及び職業の目的を明示する。後期中等職業教育学校は，このコアプログラム
に基づいて，自らの訓練プログラムを決定する。
職業訓練の管理を担当する国の部局の長は，関係する省・長と協力し，職業訓練プログラムレビュー評議会のレ
ビューに基づいて各々の職業訓練レベルのためのコアプログラムを設定する。そこには，内容構造，科目数，科
目の履修期間，理論と実践の比率が含まれており，訓練される各々の教科及び職業の目的を明示する。職業訓練
機関は，このコアプログラムに基づいて，自らの職業訓練プログラムを決定する。
２．職業教育のシラバスは，職業教育の各々の科目，分野，職業及び訓練資格のための教育プログラムにおいて
規定されている知識・スキルの内容の必要部分を具体化する。これは，職業教育の必要な方法に適合するもので
ある。
職業教育機関に於いて教授・学習教材として公的に使用される教科書の準備及び承認は，校長もしくは職業訓練
センター長によって任命される教科書レビュー評議会のレビューに基づいて，校長または職業訓練センター長に
よって為される。

第３に，教育全般について，教育の「社会化」が謳われ，そこに人民の参加を促している点を確認したい。例

えば，旧法第８条に比較して，次の下線部が付け加わり，より実用的な教育が強調されている。

第９条 教育の発展
教育の発展は，人民の知識向上，人的能力訓練，才能開発を見通した国の最優先事項である。教育の発展は社会
－経済開発，科学－技術開発及び国の防衛保障ヘの統一とリンクしていなければならず，標準化，現代化及び社
会化を進展させなければならず，資格，専門性及び地域性の構造のバランスを保たねばならず，質と効率の保証
に基礎づけられた規模の拡大をしなければならず，雇用と結びついた教育とリンクしなければならない。

また，政府の責任については，旧法第１１条でも同様の規定であるが，「全ての組織，家庭，市民」に関しては，

学校との連携に中心が置かれていた旧法に比較して，その役割が強調されている。これは，第１３条における教育

に対する投資に関しても，単に「奨励する」と言ったところから進んでいるところに注目したい。

第１２条 教育活動の社会化
教育を開発し，学習社会を開発することは政府と全ての人民の責任である。
政府は教育活動の発展に対し固有な役割を果たし，学校のタイプや教育形式の多様化を実行し，教育活動の発展

ベトナムの２００５年教育法について ――現状と建て前の折り合いの付け方に注目しながら――

―８１―



について参加する組織・個人を奨励し，進め，環境を整える。
教育を考慮し，教育目的の達成のため学校と協力し，健全で安全な教育環境を構築し，保全していくのは全ての
組織，家庭，市民の責任である。

第１３条 教育に対する投資
教育に対する投資は発展のための投資である。
政府は教育に対する投資に関して優先権を与え，教育に投資するベトナムの組織・個人，海外のベトナム人，外
国の組織・個人の法的な権利と利益を奨励し，保護する。
政府の予算は教育に投資する全ての資源の中で中心的な役割を果たさなければならない。

但し，以上の社会化に関しては，その過度の進展に関して，次のような規定がある。

第２０条 教育活動の腐敗的使用の禁止
政府のガイドライン，政策，法律，を犯し，ベトナム社会主義共和国に反対し，国の偉大な連帯性を崩し，暴力
を行使し，戦争を助長し，良き伝統・習慣を乱し，迷信と悪い習慣を広め，または，社会悪に学習者を誘導する
教育活動の腐敗的使用は禁止される。

注目したいのは，旧法第１７条においては「教育活動の商業化を図る行為はすべて禁止する」とあった規定が削除

されていることである。依然として，教育を余りに商売に利用することは認められない（第１１８条で，具体的な

教育汚職＝証書の偽造や不法な教科書発行など，を罰する規定がある）が，それよりも，教育に関わる投資を促

して，教育の発展に寄与させる方を選んだとも捉えられる。このことに関し，『人民代表新聞』（２００５年２月２１日）＊１７

は，「現在，公立学校の他にどのレベルでも民立・私立学校が存在する。そうした学校では，学費を徴収し，高

い利益を上げている。学校を設立した者は投資し，設備を備え，教員を雇用しているが，それは，ボランティア

ではなく，利益を上げようとするものである。政府は，こうした者達に学校設立の許可を出すが，それは教育を

商業化する行為と同様にみえるが，何故政府はそうした行為を禁止しないのであろうか。商業は悪いものではな

く，実際教育には経営が存在している」とし，「教育はサービス労働，商品として市場で交換されて，商業行為

となって，教育の発展を進めている。教育を市場経済の原理に合わせて実現すべきと考える。市場経済の原理が

教育の品質競争を作り出し，経済と社会の全ての分野の発展を促すことになっている。１７条に規定されている内

容と実際はかなり異なっており，すでに１７条は現実に適合していないので，改正すべきである」と言っている。

この背景には，ファン・バイ・カイが国会報告において「教育はサービス労働の１つである」＊１８とし，「サービ

ス労働は実際の生産労働はなく，人びとの要求を満たす労働である。サービス労働の価値は，商品の１つである。

それを購入するものにとっては，満足することが当然であり，その満足度は金額で表すことができる」としたこ

とがある。但し，政府の役割として「社会福祉を実施するための調整であり，社会の公平性（cong bang）を確
保し，発展させるため，学費の無料化，特別計画に依る奨励（ITなど），遅れた地域への援助，経済的に困難な
学生への奨学金計画等」を挙げ，その必要性も述べている＊１９。教育の「社会化」をめぐる議論は，中央政府から

の資金提供の限界から，民間からの資金導入を促すものとしてあった当初の考えが，「教育サービス」に対する

受益者負担の考え，さらには，教育格差容認の考えに繋がっており，無限定な教育の「社会化」には，その概念

も含め，再検討すべきとの意見が広がっている＊２０。この受益者負担の考えについては，例えば，学費については，

「サービス教育の価値は，外面的には金額として表されるものである。サービス教育の金額を決定する根拠はサー

ビス教育が生み出す価値である。サービス教育の金額を学費と呼び，この学費は市場における需要と供給の関係

で決められる。教育は特別な商品ではあるが，商品として市場の原理に適合していかねばならない」等と述べら

れている＊２１。但し，「我々の『教育の社会化』についての了解は，必ずしも正しくなかった。親たちが教育の費

用を出すという了解になっていることも一つである」として，「国民全体で教育をするというように考えるのが

妥当である。国民全体から資金を調達し，教育を組織するというのがより詳細な説明となる」と述べる見解も現

れている＊２２。現在のベトナムの状況は，「社会化」を進めながらもそれを中央政府の管理のもとに置くことでコ

ントロールする，といったところにあるが，「社会化」が財力に応じて教育を提供する，と言った関係になるの

に対して，管理は必要（能力）に応じて教育を提供する，と言った関係になり，こうした矛盾するところを一国

の制度として，しかも，社会主義を国是とする国の制度として，どこまで維持できるのかは注目に値する問題で
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ある。確かに，この「社会化」が始められた当初は，ベトナムの民立・私立学校システムは，「公」が基本的教

育システムを提供し，「公」的に統制された内容を広く国民に提供するという意味で大枠から出ているわけでは

なく，民立・私立学校は公立学校の受け皿に過ぎない存在であり，民立・私立学校システムは，あくまで，不足

している教育に係る資金調達の仕組みとして容認されているに過ぎなかった。しかし，その後，この「社会化」

が補助的システムとしての民立・私立学校という制度の飛躍的拡大，そして，公立学校の経営にまで及ぶに至っ

ては，補助的位置として理解できる範囲を超えてきている。例えば，計画投資部の１９９６年の調査によると，人民

からの教育への投資は，１９９４年で４３％に達している。小学校では，４４．５％，中学校では，４８．７％，高等学校で

は，５１．５％になっており，専門学校では，実に６２．１％になっている＊２３。

こうした状況に対しては，「従来の社会主義教育の理念から踏み出した，開放的かつ現実主義的な姿勢」＊２４と

してこれを評価する向きもあるが，社会主義教育の概念自身，変化・生成しうるものであり，社会主義教育から

踏み出したと考えるより，新たな社会主義教育の枠組み，つまり，市場経済の発展により不可避的に財が社会に

不均等に存在せざるを得ない中にあって，所有資本に依る権利・個人の発展可能性を制度的に平等に保とうとす

る仕組みを生成していく枠組み，として把握する方が，少なくとも政策側の意図を捕捉しやすいように思われる。

そして，それゆえに，民営化に伴う教育の自由の裁量範囲は大きくないのだと考えられる。また，高等教育の平

等という考えについては，中等後教育機関に，ドイモイによって経済的余裕のある比較的多数の者が進学するこ

とが社会主義にとって良いことなのか，という疑問を持つ。少なくとも少数民族や非都市部住民，都市部でも貧

困層にとっては，それまでそうした悪条件の故に優先的に保障されてきた高等教育の枠組みが狭くなったとは言

えないだろうか。残念ながら，そうした統計は報告されていない（むしろそうした部分には十分に保障している

との説明はあるが）ので確かめようがない。但し，この方向も，高等教育に進学できる部分の進学環境を良くす

る（＝市場化）に依って，ベトナム全体の平均的レベルを上げ，上位部分によって低位部分を上昇させる，上位

部分にはその自覚を持たせる（nobless obligé：選ばれた者の責務）と考えるならば，社会主義の考え方とは矛

盾しない。人それぞれに発達できる道があるのであり，全員が優秀な官僚，政治家，研究者になることが求めら

れているのではないからである。また，労働に応じて報酬を獲得でき，私有財産を認める社会主義ならば，「人

民からの教育への資金提供はそれを投資と考えるべきである」との考えも納得できる。そして，「投資した限り，

その投資に関し，十分監察する必要がある。政府は次の３つの義務がある。第１は，政府は教育に何％投資する

のかをどの分野，レベルで明確にする必要がある。第２は，人民は投資した場合，どのような権利を持つのかを

確認する義務がある。第３は，投資に関して，受領と使用に関し，公開する必要がある」と言うことである＊２５。

これにより，前述した官僚的教育管理を是正することも期待できる。

５ まとめにかえて

以上，２００５年教育法の内容に触れながら，ベトナムの教育の現状と課題に関して整理してきたが，最後に教育

の建て前，「あるべき」姿（社会主義社会）と実際の姿（市場原理に支配され，格差が生まれている社会）との

差異の捉え方，今後の課題についてまとめておきたい。

以上のとおり，教育に関しても，ドイモイと言う考えは比較的多数の大衆をより多く結集するための原則であ

ることは確認できる。但し，それが「集団主義の崩壊」＊２６という段階に教育面で進んでいるかどうかに関しては，

多分にそれが進行していることを認めつつ，もう少し検証を試みたいと考えている。確かに，統計的に見るなら

ば，教育の普及に関する地域間格差が見られ，個人間格差も広く報道されているところではあるが，問題は，そ

れがその地域，階層，集団において，教育の集団としての崩壊にまで至っているかである。平塚は，「近年生ま

れているのは，社会関係資本が経済資本・文化資本の従属変数化しつつある状況であるとも考えられる」＊２７と述

べているが，ベトナムの，特に遅れていると言われている地域において，村の共同体は健全であり，少なくとも，

村を再興していこうと言う意欲を持つことについて社会関係資本は十分、かつ独立して存在する。とするならば，

地域の文脈を生かした教育の普及・発展の方向が目指されるべきであり，その方向での努力も，各国 NGO等の

援助を得て，とられていると見られる。

筆者は，２００４年から，ベトナムの南部，メコンデルタ地域のベンチェー省バチー郡タンソン村での教育援助に

携わっている。そこでは，援助計画は実施段階で絶えず修正を迫られるのは当たり前であり，外（国家レベルの

政策も含む）から持ち込まれるものを村に則して取り入れていくということになっている。この点，栗原が指摘

している「『村ぐるみ』の構造」＊２８が現在に於いても確実に存続していることの一例でもあろう。この援助に関
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する「土着」については，近代教育は善であるという「思いこみ」から脱し，村にある在来的，伝統的知を把み，

それと外来的・近代的知を融合していく「在地」知（「土着」により生成していく知）を教授－学習していく仕

組み（近代教育は在地の技術を教えることに主眼を置いてこなかった）を村人ともに見出していくこと（但し，

「土着」に研究者が関われるのかは今後の課題）が必要なのではないかと考えている。そして，この議論は，「島

人は，『近代教育』の成功者となることによって島の外に出て行き，島の発展には繋がらなかった」（筆者の指導

していた現職教員院生の言葉）という，６０－７０年代の日本の状況と照らし合わせて考えようと思っている。その

際も，「公」が学校を整備する意味は，中央の論理によって画一的に国民教育制度を整備することではなく，そ

れぞれの地域の文脈に沿って整備することが基本である。

また，教育面に於けるドイモイに関して，それが「現在進行している事態は，かつて集団主義の形成にさいし

て否定された価値観や文化・伝統の復活の域を出るものではない」＊２９と言う見解に関しては，例えば，ドイモイ

が進展した高等教育に関して近田正博は，「『国家のための高等教育』から『個人の自己実現のための高等教育』

ヘと変化した」と評価しており，「価値観や文化・伝統」の過去に於ける存在を認めていない。教育制度に於け

る「『経済復興』期」の「価値観や文化・伝統」の存在を見極める必要があると考えられ，１９５７～５８年にかけて

の政策転換に関する国民教育制度の分析が必要＊３０であると考えている。

＊２００５年教育法の翻訳にあたっては，次のベトナム語文献及び

http : //en.moet.gov.vn/?page＝８．８＆view＝５１０１

を使用し，ホーチミン国家大学・社会科学大学・日本学科・非常勤講師の TRAN THI DUY NGOC氏と共同

で作業を行った。

Luat Giao Duc va Cac Van Huong Dan Thi Hanh,Nha Xuat Ban Thong Ke，２００６

Luat Giao Duc, Nha Xuat Ban Chinh Tri Quoc Gia，２００６．

Luat Giao Duc Nam２００５，Nha Xuat Ban Lao Dong，２００６

謝辞 本稿は，平成１８年度東京外国語大学 短期共同研究員研究「現代ベトナム教育における社会主義思想の位

置」（指導：栗原浩英教授）に依るところが大きい。また，日本教育学会第６６回大会（慶應義塾大学）「比較・国

際教育」部会において報告をし，司会の北村友人先生（名古屋大学）をはじめ，多くの先生から貴重な御意見を

いただいた。記して感謝したい。

【参考文献】

Luat Giao Duc Nam２００５, Nha Xuat Ban Tu’ Phap,２００５．

Tong cuc thong ke, Nien giam thong ke２００５, Nha Xuat ban thong ke,２００６．

Phap luat ve Giao Duc, Moi Ngu’o’i, Moi Nha Can Biet, Nha Xuat Ban Tu Phap,２００５．

拙稿「ベトナム」日本教育大学協会特別委員会『諸外国の教員養成制度（アジア編）』学文社，平成１７年９月，１６５

－１８０頁。

拙稿「ベトナム」村田翼夫編著『アジア諸国における中等・高等教育の民営化に関する実証的比較研究』筑波大

学教育開発国際協力センター，平成１５年３月，７９－８８頁。

拙稿「ベトナム」村田翼夫編著『東南アジア諸国の国民統合と教育』東信堂，平成１３年２月，１１７－１３０頁。

【註】

＊１ 近田政博『近代ベトナム高等教育の政策史』多賀出版，２００５年。

＊２ 近田政博訳，ヴォ・ヴァン・セン監修「ベトナム教育法（翻訳）」『名古屋高等教育研究』第１号，２００１年。

以下，本報告の旧法の訳は近田氏のこの訳に依っている。

＊３ Parti Communiste du Viet−Nam, IXe Congres National Documents, Edition The Gioi,２００１, p．１８４．

＊４ Ibid.,pp．２３９－２４０．

石 村 雅 雄

―８４―
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Vietnam in recent years faced rapid changes in the era of market economization. In order to cope

with these changes, Vietnam needed to reform their education system. Under such condition, Vietnam

made educational law in１９８９ and re-made this in ２００５. Through that law they could get many fruits. But

at the same time, they face many problems in their education system.

This study is aimed at examing following things ;

１ government policies on education reform, especially the relation between socialism and market econ-

omy ;

２ characteristics of education reform as viewed from curriculum reforms, especially from overemphasis on

examination in education to pupils/students centered learning.

Through this analysis on educational law of ２００５, this study will clarify trends and problems in edu-

cation system in Vietnam.

Trends and Problems in Reforming National Education System in Vietnam
― through the Analysis on Educational Law of２００５ in Vietnam―

ISHIMURA Masao
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